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時と場所によって多様であると述べている（吉野  1997: 10）。また，ナショナリズムとい
う概念の起源と広がりを描いた，ベネディクト・アンダーソンも，「ネーション」「ナショ
ナリティ」「ナショナリズム」といった概念は，分析することはもちろん定義することも難









































                                                                                                                                        
張（文化）を伴う」（西川  1995: 7）。  
2 外国人登録者数は入管法改正時の 89 年には約 98 万人であったが，2003 年末時点では約 191 万人と
なり，ほぼ倍増している。入管法改正に伴い，日系人 3 世までに「定住者」としての資格が与えられ，



































                                            
3 原典の初版は 1983 年に刊行されたが，それに第Ⅹ章と第ⅩⅠ章を加えた増補版は 1991 年に刊行され










































































































































































































































































るという役割だけを期待していたという（以上この段落，駒込  1996: 67-71）。  












































































































































































































































































































































































































田  1985，西尾  1985，川瀬  1985）や，言語文化研究所・東京日本語学校に関する一連の
聞き取り調査や研究（浅野  1979，浅野  1980，山下  1990，池尾・石黒ら  1991，池尾・



































































































































 学会設立当初の会員名簿は見つけられなかったが，1967 年 10 月 31 日現在の名簿には，
普通会員として 528 名が掲載されており，所属は，宣教師関係の日本語学校や東京日本語
学校などの民間日本語教育機関，内外の大学，国立国語研究所などの研究機関，文部省な
ど多岐にわたっている（日本語教育学会  1967: 45-62）。現在でも，会員全体の中で，大学
教員は約半数（2001 年 12 月 31 日時点で 1949 人）であり，その他の機関で働く教師が全






日本語教育に関する学会の中では 大の規模を誇っている（2001 年 12 月 31 日現在の会

























































































































































































































1.4 戦前・戦中との連続性・断絶  
 
 「思考様式言説」を取り上げる第四点目の理由は，戦前・戦中の日本語教育の理念との










































いる（イ  1996: 316）。現に，安田敏朗によれば，現在でも日本語教育従事者の一部は日
本語を教えることすなわち日本文化を教えることだという考え方を支持しており，戦後の





































































































                                            






 その視点を具体化するために，次のような論点を設定する。  




























3.1 研究対象および研究方法  
 











 1945年から1949年 占領期雑誌記事情報データベース化プロジェクト委員会（2003）  
 1945年から1956年 上甲幹一（1956）  
 1948年から1961年 国立国会図書館（2005）  








                                            






































 思考様式に類する語として検索したのは次の正規表現で表される語である。  
 
 （1） (かんが|考)え(方|かた) 
 （2） (物|もの)の(見|み|捉え|とらえ)(方|かた) 
 （3） 思(想|考|惟)[^，。]*(法|型|形|方|様式|構造|パターン|pattern|特徴) 
 （4） (発想|精神|認識|類型化)[^，。]*(法|型|形|方|様式|構造|パターン|pattern|
しかた|特徴) 
 （5） (心理|意識)[^，。]*(法|型|形|方|様式|構造|パターン|pattern|しかた|特徴) 
 （6） (判断|理解)の(仕方|し方|しかた|方法) 
 （7） 類型化  















3.1.3 記述単位の分類  
 
 これらの記述を内容別に分類し変遷を概括するため，次のA～Dに分類した。  
  

















































3.2 考察結果  
 













表1 「日本人の思考様式言説」文献一覧  
 
NO 著者名 年月 カテゴリ NO 著者名 年月 カテゴリ
1 水谷修 1960.02 C 26 金本節子 1988.06 D 
2 四倉早葉 1967.12 C 27 インカプロム, プリヤー 1988.06 D 
3 川瀬生郎 1968.04 A 28 山田泉 1988.11 C 
4 阪倉篤義 1968.10 C 29 辻村敏樹 1989.11 B 
5 寺村秀夫 1968.10 A 30 上山民栄 1990.07 D 
6 北条淳子 1973.09 B 31 堀江・インカピロム・プリヤー 1990.11 A 
7 椎名和男 1974.12 C 32 加藤英司 1991.03 A 
8 三島登志子 1975.03 B 33 山下暁美 1991.03 A 
9 斎藤修一 1975.08 A 34 石綿敏雄 1991.07 C 
10 宮地宏 1975.08 B 35 倉八順子 1993.07 D 
11 大西晴彦 1976.04 A 36 楠本徹也 1994.03 C 
12 茅野直子・仁科喜久子 1978.02 A 37 小川誠 1995.03 D 
13 北條淳子 1978.09 A 38 水谷修 1995.11 C 
14 高見沢孟 1979.03 B 39 細川英雄 1995.11 D 
15 池尾スミ 1979.07 C 40 玉村文郎 1997.10 A 
16 有馬俊子・石沢弘子 1979.07 A 41 得丸智子 1998.03 D 
17 佐久間勝彦 1979.10 A 42 板井美佐 1998.12 D 
18 北條淳子 1982.03 D 43 三国純子・小山真理 2000.04 D 
19 富田隆行 1982.03 B 44 窪田富男 2001.01 C 
20 中村妙子 1982.03 A 45 郭俊海・大北葉子 2001.07 C 
21 宮地裕 1982.06 A 46 楊晶 2002.07 C 
22 牧野成一 1983.02 C 47 牧野成一 2003.07 D 
23 横田淳子 1986.02 A     
24 山下秀雄 1986.07 D     





表2 「日本人の思考様式言説」の変遷  
 
  A B C D 
1945-55     
1956     
1957     
1958     
1959     
1960   1  
1961     
1962     
1963     
1964     
1965     
1966     
1967   2  
1968 3，5  4  
1969     
1970     
1971     
第Ⅰ期 
 
1972     
1973  6   
1974   7  
1975 9 8，10   
1976 11    
1977     
1978 12，13    
1979 16，17 14 15  
1980     
1981     
1982 20，21 19  18 
1983   22  
第Ⅱ期 
1984     
1985     
1986 23   24 
1987    25 
1988   28 26，27 
1989  29   
1990 31   30 
1991 32，33  34  
1992     
1993    35 
1994   36  
1995   38 37，39 
1996     
1997 40    
1998    41，42 
1999     
2000    43 
2001   44，45  
2002   46  
2003    47 
第Ⅲ期 
2004     
 50
3.2.2 時期区分  
 
 カテゴリーの偏りから得られた時期区分は次の3期である。  
 
 第Ⅰ期 1945年から70年代初め  
  「日本人の思考様式論」も  
  「日本語＝日本人の思考様式論」もほとんど現れない時期  
 
 第Ⅱ期 70年代半ば80年代初め  
  「日本語＝日本人の思考様式論」と，  
   それに基づき，日本人の思考様式を教育・学習内容とする記述とが現れる時期  
 
 第Ⅲ期 80年代半ば以降から現在  
  「日本人の思考様式論」と  





























































































第 3 章 第Ⅰ期 1945 年から 70 年代初め 
：「日本語＝日本人の思考様式」前史 
 
1 3 つの時期区分 
 










のは，60 年代後半から 70 年代初めのことであった。本章では，言説の記述内容から，こ
の第Ⅰ期を，1945 年から 50 年代初め，50 年代半ばから 60 年代前半，60 年代後半から
70 年代初めの 3 期にさらに分け，それぞれの時期に現れた「思考様式言説」の内実を追っ
ていくこととする。  
 
2 1945 年から 50 年代初め 
 
2.1 敗戦後の日本語教育  
 
 「1945 年から 1961 年の日本語関連文献一覧」（巻末資料 1）が示すように，この時期は
日本語教育学の文献と規定できるような論考自体が少なく，量的分析では，この時期に「思
考様式言説」は見いだせなかった。駒込は，戦後の国語教育に，「日本語＝日本精神論」が



























と。（池尾ら  1997: 45）  
 
 長沼直兄は，1923 年から 17 年間，米国大使館の日本語教官を務めており（言語文化研
究所  1981: 5），そのときに築かれた人脈が日本語教育関係者の公職追放を防いだという





















































































































授・学習の方法を反省せられたことであった。（厨川  1946: 29）  
 





                                            
9 イも「保科の「国語」の理念からみれば，「戦前」と「戦後」のあいだに断絶は存在しない」と指摘






ある，上甲幹一『日本語教授の具体的研究』（上甲  1948）にも読み取れる。  
 上甲は日中戦争中，北京師範学校で日本語普及に携わり，1948 年当時は言語文化研究所
研究部長を務めていた人物である。『日本語教授の具体的研究』は，北京師範学校の経験に
























                                            
11 関（1997）でも，上甲が戦中の日本語教育に触れなかったという指摘がある。また，関は，「目立た












































平高  1997: 194，関  1997: 119）。ただし，それ以前に全く日本語教育が行われていなかっ
たわけではない。敗戦直後から占領期終結後の日本語教育を論じた木村（1990）によれば，
占領期には，米軍総司令部参謀部の日本語地区語学科（Area and Language School in 
Japan，1947 年発足，1952 年に米国大使館陸軍武官室所属日本地区語学校となる），米国
第 8 軍の Army Education Center（東京に 1946 年に開設）をはじめとする一般の将兵軍
属と家族のための日本語教室，日本国内の大きな米軍基地内に設けられたメリーランド大
学極東部，キリスト教宣教師とミッションスクール教師を主な対象とした東京日本語学校
（1948 年開校），関西の宣教師のための日本語学校（神戸，京都に，それぞれ 1949 年，




























































































3 1950 年代半ばから 60 年代前半 
 































































いという意味へと読み替えられる危惧を抱かせる。50 年代半ばから 60 年代前半という時
期においては，この危惧は危惧でしかない。しかし本章 4 節で論じるように，60 年代後半
には，日本人の思考様式から日本語の特徴を説明するという記述が現れることになる。  
 











1959: 84）  
  


































3.3 変わるべき国民性と日本語  
 










































































3.4 小括：50 年代半ばから 60 年代前半  
 








































合わせると，他の時期に比べ，50 年代後半から 60 年代前半の日本語教育学は，言語ナシ
ョナリズムから比較的距離を置いていたといえる。  
 
4 1960 年代後半から 70 年代初め 
 
4.1 母語・日本語の思考様式についての実証研究：日本語教育学の動き  
 
4.1.1 母語の思考様式の干渉  
 
 1950 年代後半から，戦後の日本語教育では，言語間の比較対照，学習者の母語の干渉が

















































                                            
12 「日本語を外国語としてまなぶ英語国民が日本語を考えるさい，英語の仮定法がどうあらわれるか，
過去の記録や学生の答案などを調べてみたが，実は明瞭な例がみあたらなかった」（水谷  1969: 5-6）  
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ると言う（榊原  1970: 21）。そして，「がも」という思考形式は存在するのだが，実際には
「も」と表現されると述べ，思考形式と実際の表現とが対応していないので，こうした表
現は日本語学習者にとって理解・習得が難しいと述べる（榊原  1970: 24-5）。その他の「も」
の意味も，思考形式と表現の対応で整理されている13。その上で，榊原は，チャートなど
を使っての実際の教え方を提案している（榊原  1970: 27-36）。  
 榊原の研究は，「も」という助詞の意味を明らかにしようとした試みである。「も」の複
                                            
13 「カラ＋モ」という考えは「カラモ」で表現される，「ヲ＋モ」という考えは「モ」で表現されるな
















えるのは欧語的発想である。"Some of them are large."というテ（ママ）イデアを日
本風に表現すると「大きいのもある」となり「あるものは大きい」とはならないのが
普通だ。つまり"Some of them are large."という考えは，日本語では，むしろ"There are 













































4.2 日本人の思考様式から説明される日本語：日本語学の動き  
 









































だった（7 号）。そこには「は」と「が」の相違をテーマとした論考 5 本（松村  1965，三
上  1965，永野  1965，浅野  1965，金田一  1965）が掲載されている。だがその時点で，
「は」「が」の相違や用法を，日本人の思考様式という概念で説明したものは一例もない。











直観によって知っている」（寺村  1968: 46）とする。そして，日本人の捉え方・直観，す
なわち思考様式による名詞分類を提起したあと，結論近くになって，「コソアド詞」14の分
                                            




































































た「日本語＝日本精神論」は，60 年代後半の日本語学の中に再びその姿を現したのである。  
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1.1 言語と文化，言語と思考様式の関係についての論調  
 


















の手がかりにしている人も少くない。（谷  1972: 11）  
 
 この「エッセイ風な比較文化論」が何を指すか，出典が記されていないので断定はでき
















































1.2 第 2 言語教育における，国民・民族の思考様式の扱い  
 
1.2.1 「理解」させたい民族の思考様式  
 
 1973 年 12 月に刊行された『日本語教育』22 号の特集は「日本語教育の 終目標」だっ






































1.2.2 外国語学習＝外国的な思考様式の学習  
 
 Six Weeks to Words of Power（Funk 1955）という英単語リストの序文には，ジョン＝
デューイの "Thought is impossible without words"とトマス＝シェリダンの "There is 
 88
such an intimate connection between ideas and words that whatever deficiency or fault 
there may be in the necessarily affects the other"が，出典が明記されないまま引用され
た箇所がある。この引用の後，英単語リストの著者であるファンクは，次のように述べる。  
 
It follows then almost like a law of mathematics that the more words you know the 
more clearly and powerfully you will think. And,also,the more ideas you will invite 
into your mind.（Funk 1955: 2）  
 
 words を数多く知れば知るほど，明晰かつ力強く思考できるようになり，数多くの ideas
を心の中に招き入れることができる，としている。数を増やせるということ，また，この






















































1.3 日本語教育における思考様式の扱い  
 































































































1.3.2 教育内容としての日本人の思考様式  
 
















































2.1 日本語習得の必要条件としての日本人の思考様式  
 
2.1.1 日本人の思考様式による「洗脳」とその困難  
 





































































































































































































2.1.3 日本語習得を困難にさせる，日本人の思考様式  
 
 日本語と日本人の思考様式との間に何らかの関係を見いだし，後者を教育・学習内容と












えなければならないだろう。（茅野・仁科  1978: 59）  
 







































































































































































































































































日本人への包摂を主張する言説は，80 年代初めまで存在しつづけたのである。  
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 1970 年代半ばから 80 年代初めの論文には，日本語と関係を持つものとして日本人の思













































































べられている（インカピロム  1988: 109-110）。  
 経済企画庁が 1989 年に編集した『アジア太平洋地域繁栄の哲学』では，1985 年秋のプ
ラザ合意以後，急速な円高に伴い日本のアジア太平洋地域向け直接投資が急増し，国が「受
入国との経済・文化摩擦に対処するとともに環境保全問題への取り組みも重要である」（経






う「日本事情」の充実が必要だとしていた（小川  1995: 157）。この論考で紹介されている
マラヤ大学の予備教育課程は，マハティール首相のルック・イースト政策をきっかけに，
































 円高や留学生受け入れ 10 万人計画などにより，1980 年代半ば以降，日本人と外国人が
























 なお，この 2 節で取り上げる実践報告中では，「思考様式」ではなくもっぱら「考え方」
という表現が用いられているので，2 節では後者を用いることとする。  
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作文交換活動の成果が考察されている。a から g の 7 項目の下に，より具体的な項目①か
ら⑫が設けられ，各項目ごとに留学生の実際の所感文が引用されている。  
  
  a.活動参加意欲，表現意欲の顕在化  
    ① この活動は面白かった。  
  b.自己開示，自己表現  
    ② 率直な意見の交換ができた。  
    ③ 日常生活では日本人学生とのコミュニケーションの機会があまりない。  
  c.自己理解，自己受容，自己変革  
  d.他者受容，他者理解，他者援助  
    ④ 自分の作文が日本人学生に受け入れられてうれしい。  
    ⑤ 日本人の考え方や習慣がわかった。  
    ⑥ 自分の思い込みに気付いた。  
    ⑦ 考えが同じだと共感した。  
    ⑧ 考え方の多様性を認める。  
    ⑨ 作文や感想文を読んで励まされた。  
  e.人間関係親密感の体験，人間関係期待感の増大  
    ⑩ 心の交流ができて良かった。  
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  f.行動意欲，表現活動創造意欲  
    ⑪ 今後の留学生活に役立つ。  
  g.日本語能力（文章表現能力）の向上  












































 第 4 章で論じたように，戦後日本語教育学で日本人の考え方が学習・教育内容として位
置づけられるようになったのは，70 年代半ば以降のことであったが，それから 90 年代初
めまでの間は，学習・教授すべき日本人の考え方の中身や範囲が具体的に示されていた。
また，その教え方は教師から一方的に与えるという方法が採られていた。  
 70 年代から 80 年代前半まで，日本人の考え方は，ある日本語の表現や語彙を理解・習
得するために必要なものと位置づけられ，その日本語と関連がある範囲での日本人の考え
方の植え付けが主張されていた。たとえば，富田（1982）は，「迷惑の受け身」や「なる」
という表現に関連する日本人の感じ方を心に培わせるとしていた（本稿第 4 章 2 節）。ま















































2.4 日本人との接触という方法  
 
 得丸の実践で採用された方法は，作文交換活動による日本人学生とのコミュニケーショ
ン（得丸  1998: 168），相互交流というものである17。  
 しかし，現実の実践では，1 セッションごとに違ったテーマで，かつ限られた時間内で













                                            
17 得丸は，互いの感想文を読み合うことを〈相互交流セッション〉と呼んでいる（得丸  1998: 168）。  
18 得丸の実践報告では，留学生が 1 度の作文につき何名の日本人学生から感想文をもらうのかについて
の記述はない。ただし，留学生の作文交換活動の概要を説明した箇所（得丸  1998: 168）で，留学生は
１時限中に 3～4 人文の作文についての感想を書くとされていることから，仮に，日本人学生クラスと










































































































































































































































































3.3 「異文化性」の重視  
 























のであったし，本稿第 4 章で考察したように，70 年代半ばから 80 年代初めにかけて，日
本語教育学で「日本人の思考様式」の扱い方が論じられる際も主張されていた考え方だっ
た。  




















































                                            



























































































































































































                                            
22 同様の記述は，久野（1996），末田（2003），安井ら（2004）にもある。  
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 本研究では，第 2 章の量的分析で「思考様式言説」の変遷を大きく 3 期に分け，第 3 章
から第 5 章で，各期ごとに「思考様式言説」の事例を挙げ，その実態および問題点を跡付
けた。結論ではまず，第 3 章から第 5 章の考察結果を元に，「思考様式言説」の変遷を通
時的に概括する。  
 
1.1 第Ⅰ期：「日本語＝日本人の思考様式」前史（第 3 章）第Ⅰ期（第 3 章）  
 












































1.1.2 50 年代半ばから 60 年代前半：「日本語／母語の思考様式」の登場  
 
 50 年代半ばから 60 年代前半は，日本語の思考様式とその他の言語の思考様式との差異，
母語の思考様式の日本語習得への干渉という論点が，日本語教育学の研究課題として次第
に重視されはじめた時期であった。「日本語の発想法」といった概念が広がりはじめたので


























本語が本当に合理的で理想的だと言えるのかと問いかける（水谷  1959: 87）。日本語は日
本人の思考様式そのものであり，それを学習者に習得させねばならないと述べた，70 年代
の言説と比べたとき，その急進性は明かである。言語の思考様式という概念が，国民・民


























60 年代後半の日本語学の中で再びその姿を現したのである。  
 

























































































































































ったが，実践では，70 年代半ばから 80 年代初めまでに見られたそうした主張が行われ続
けているということである。研究では，日本語ナショナリズムによる日本人への包摂では
なく，ナショナリズムに基づく日本人と非日本人の差異化が無自覚に促されていた。だが，












2.1 戦前・戦中の「日本語＝日本精神論」との連続性と断絶  
 
 戦前・戦中の「日本語＝日本精神論」は，連続したのか断絶したのか。  
 敗戦直後には，潜在的には「日本語＝日本精神」という図式が残存していたが，論考の
中で主題となるほどの重要な論点ではなかった。  
 50 年代から 60 年代半ば頃までは，その図式はいったん姿を消し，その後，60 年代末に
なって，日本語研究の文脈に，「日本語＝日本人の思考様式」という形で再び現れた。  















 このような考察の結果は，50 年代から 60 年代半ば頃までをのぞき，現れ方は異なって
も，「日本語＝日本人の思考様式」「言語＝民族・国民の思考様式」という図式が存在し続





2.2 ナショナリズムに規定された日本語教育学の理念  
 












 その後 60 年代末には，「日本語＝日本人の思考様式」が復活し，70 年代半ばから 80 年
代初めには，その図式に基づき，あからさまに「日本人の思考様式」の習得を促すという，


























































 【第Ⅰ期 敗戦から 70 年代初め】  
   敗戦から 50 年代初め  
    戦中までの日本語ナショナリズムを批判的に振り返らないまま忘却した時期  
   50 年代半ばから 60 年代前半  
    日本語や学習者の母語の特徴を，思考様式という概念で記述しようとした時期  
   60 年代後半から 70 年代初め  
    日本語の特徴を，日本的思考様式から記述しようとした時期  
 




 【第Ⅲ期 80 年代半ば以降から現在】  
   80 年代半ばから 90 年代半ば  
日本への適応のために，日本人の思考様式を理解する必要があるとして，  
学習者の日本への包摂を自覚的に促した時期  






































出発した 50 年代半ばから 70 年代初めという時期（第Ⅰ期）は，細川（2003）のいう「何
を」に注目した時期とほぼ重なる。また，日本語教育の教授法の大まかな変遷から見れば，
第Ⅰ期が含む 1960 年代は，ドリルでの文型練習に終始したオーディオ・リンガルメソッ
















味・意図を中心としたノーショナル・ファンクショナルシラバス（西口  1991: 167）や，
「実質行動」「文法外のコミュニケーション」「言語（文法）行動」の 3 要素からなる「文









































3.3 自覚的に日本への包摂を促す  
 
 第Ⅲ期の 1980 年代半ば以降には，日本語教育の目標が多様化してくる。第Ⅱ期までの
日本語教育は，日本語を教えることを 大の目標としてきたのだが，80 年代半ば以降には，
言語の習得以外の要素が教育目標に積極的に取り込まれるようになった。  
















結果であったが，80 年代半ばから 90 年代半ばの論考は，学習者の日本への適応すなわち
包摂を自覚的に目指し，日本への包摂こそを日本語教育の 終目標と考えていた。  
 






































とともに心理的交流を体験した」ことである（得丸  1998: 177）。また，三国らは，「異文
化理解の第一歩」として「価値観の異なる文化を持つ者が，お互いの存在や違いを認め合




















































































































4.2 「日本事情」教育から「文化リテラシー」教育という流れの中で  
 
4.2.1 「日本事情」の問い直しの開始  
 











川  1999: 13）。  
 しかし，1962 年の文部省令・通知も，1988 年の日本語教育能力検定試験の出題範囲も，
「日本事情」の内容をごく曖昧にしか規定していない23。こうした「日本事情」の曖昧さ






「日本事情」の一般的な姿だったことがわかる（砂川  1994: 31，細川 1998: 17，長谷川




理解・体得させる「日本事情」である（長谷川  1998: 30）。従来の知識として日本文化論
を教授するという方向ではなく，学習者自身の生活に近いところで，コミュニケーション
に必要な日本文化を発見させることが目指されていた。  














た（ネウストプニー  1983，1988）。  
 そのためにネウストプニーは，「実質行動」の記述化（ネウストプニー  1983: 23），外国
人が日本語を使用する接触場面の全ての場面，イベント，発話行為の記述化（ネウストプ
ニー  1988: 23）を基礎研究として重視した。それら記述化されたものを教え与えることが
日本語教育であり，その習得が日本語によるコミュニケーションには必要だと考えられて







































































































と述べた（河野  2000: 14-15）。その具体的な方策としては，河野（2001）では，自分の
魅力的な人についてレポートにまとめていくというプロジェクトを素材に，教師が 初か

























































































ない。しかし，「典型的な日本人」といった類型化を批判し（細川  1997a: 9-10），文化と
は個人の中に内在するものだとして，それを動態的な変容体と捉えるという文化観をはっ
きりと打ち出した点（pp.5-8，pp.17-18）に発展が見られる。  
 さらにその文化観に基づいて，第 2 言語習得は，「母文化に基礎をおきつつも，対象文
化を獲得することによって，母文化でも対象文化でもない，もう一つの新しい固有の自己
























の目指すべき目標であるとの言語教育観が打ち出されたのである（細川  2000，2002）。  
 






を，言語化しつつ明確化していくという作業である（細川  2002: 188）。学習者一人ひとり
のコミュニケーション能力を育成するためには，学習者自身の具体的な興味・関心を内容
として，それを表現しようとする意欲や機会を与えるための，授業設計・組織化・支援が



















てしま」いコミュニケーションを阻害するとされ（細川  2002: 267），「私」自身の問題と
してテーマを捉えさせることで，そうした集団類型化から逃れることが重要だとしている
（細川  2002: 273）。個々人がそれぞれの問題を深く認識することによって集団類型化を乗
り越えると同時に「私」という個としてのアイデンティティを獲得すること，それが社会
の中で，他者とコミュニケーションしながら様々な問題を解決する出発点になるという（細

















4.3 付記・脱ナショナルな日本語教育とは何か  
 























4.3.2 「文化リテラシー」の育成  
 






















見つけることができる人」であるとされる（川上  2005: 68-69）。そしてそうした話者にな
るための能力，すなわち「異文化に対応する，第二言語としての言語能力」とのその育成
                                            
24 「文化リテラシー」をめぐっては，2005 年 9 月に，「日本事情」について研究してきた日本側の研究
者と，第 2 言語教育における文化の扱いについて先駆的提案を行ってきた各国の研究者達との間で，意
見が交わされた (国際研究集会「ことば・文化・社会の言語教育」実行委員会  2005）。  
25 Hirsch が「教育のあるアメリカ人」が知っておくべき知識を「文化リテラシー」と読んだことから，
それとの混同を避けるため，「異文化リテラシー」など別の用語が用いられる場合もある（クラムシュ  










上  2005: 74-76）  














































































































                                            
26 法制度上の差別として，参政権の制限や職業差別などが挙げられる。就職差別に関しては，公務員の
国籍条項は，80 年代以降，専門職を中心に撤廃されるようになり，1996 年には川崎市が一般職につい
ても撤廃し，2000 年には多くの自治体が一般職の国籍条項撤廃に踏み切った。だが，2005 年 1 月 26
日，国籍条項によって管理職試験を拒否された韓国籍の東京都職員，鄭香均が損害賠償を求めた訴訟に























 細川（2005）は，自らの「文化リテラシー」に， literacy of interpesonal culture とい
う訳語を当てている（p.44）。この概念が提示されたパネルセッションのもう一人のパネラ
ーであったクラムシュが，言語教育とともにあるべき文化能力として提示した，
                                            




































































































































の言語教育観，世界の第 2 言語教育観との関わりを論じていく必要があろう。  
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